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Ⅰ. 会社概要

◆商 号： 株式会社パルマ

◆所 在 地： 〒100-0014 東京都千代田区永田町2-4-11 フレンドビル6F

◆事業開始： 2006年2月

◆資 本 金： 253,905千円 （2015年8月11日現在）

◆代 表 者： 代表取締役社長 高野 茂久

◆役 員 :  取締役 青木 寛 上村 卓也 阿部 幸広 榎 和志
監査役 萩原 且彦 輿水 英行 清水 誠一

◆事業内容：セルフストレージ ビジネスソリューション プロバイダ事業

・滞納保証付セルフストレージ事業向けBPO
・Web予約・在庫管理システム、EC決済ソリューション
・集客支援サービス、業務委託等
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Ⅱ. セルフストレージとは
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寄託契約に基づき物品を保管する倉庫業とは異なり、収納空間を賃貸。
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収納事業

Globalな呼び方＝self-storage

またはpersonal-storage

＝国内でレンタル収納スペース

ビル型施設

トランクルームと通称

役所用語では

レンタル収納

スペース

コンテナ型施設

レンタルボックス

レンタル収納庫

トランクルーム

と通称

倉庫業

（寄託契約）

国交省は寄託に

基づく小倉庫を

トランクルーム

と呼称

保管事業

Ⅱ. セルフストレージとは



Ⅲ. 日本のセルフストレージについて
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ユニットハウス転用タイプ ビルイン屋内ストレージ

コンテナ型 建物一棟型ストレージ
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Ⅲ. 日本のセルフストレージ
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◆普及率

156世帯に1室（ビルイン型のみ：363世帯に1室） ⇔米国＝11世帯に1室

↑

総世帯数55,570千世帯（住民台帳：2013/3）

収納ビジネス総室数355千室

＝ Personal Storage153千室 ＋コンテナ型203千室

2013年売上

（億円）
シェア

ビルイン型 212.4 40.7%

コンテナ型 275.3 52.8%

その他 33.8 6.5%

収納ビジネス全体 521.5 100% （出所：矢野経済研究所）

Ⅲ-① 日本のセルフストレージ市場の規模
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 大手各社は、コンテナを含む施設数を、2020年までに2～5倍
とする計画

 当社主要取引先の2020年までの増室目標合計は、約35万
室と、2015年現在の市場総室数とほぼ同等

↓

国内業者の投資だけでも、日本市場の施設供給は2倍

程度に拡大か

◆ 2014年から現在まで、当社取引先では、毎月前年比15～

20%増のペースで利用者数が増大

Ⅲ-② 日本市場の拡大ペース



2015年 2020年 2025年

世帯普及率 0.7% 1.8% 3%

市場規模 500億円 1,500億円 2,500億円

供給室数 35万室 100万室 175万室

稼動室数 25万室 75万室 125万室

ビルイン型セルフストレージへの投資資金の流入による供給拡大と
世帯普及率の向上により、今後10年で5倍のマーケット拡大を見込む

国内大手及び外資勢
がビルイン型セルフス
トレージに参入

セルフストレー
ジへのファイナ
ンス拡大により
マーケットが
本格的に立ち
上る

一般消費者へ
の 認知が高
まり世帯普及
率が向上し、
ＲＥＩＴ等ファン
ドへの組入れ
も定着

9

（出所：当社推計）

Ⅲ-③ 日本市場の将来予測



Ⅳ. 海外のセルフストレージについて
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米国

シンガポール

アメリカ 世界最大のストレージ会社

アジア最大のストレージ会社
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Ⅳ. 海外のセルフストレージ
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米国 カナダ 豪州 英国 欧州（除英国） 日本（ビルイン）

業界総収入(米国百万ドル）／年 24,000 2,000 753 538 471 210

総面積（1,000㎡） 244,000 8,277 3,700 3,200 3,853 375

㎡あたり収入（米国ドル）/年 98.4 - 205.5 168.1 122.2 560

施設数 52,500 3,000 1,000 815 1,416 2,281

施設当り収入（米国ドル)/年 457,143 666,667 753,000 660,123 332,627 92,065

推定ユニット数 10,487,700 - 186,760 177,060 159,880 152,300

ユニット当り収入（米国ドル)/年 2,288 - 4,032 3,039 2,946 1,379

一人当面積（供給面積/人口、㎡） 0.700 0.232 0.160 0.050 0.009 0.003

ユニット当面積（供給面積/ユニット、㎡） 0.02 - 0.02 0.02 0.02 0.00

世帯数（千世帯） 117,181 11,563 4,669 17,706 159,880 54,170

普及率（ユニット数／世帯数） 9.0%  4.0% 1.0% 0.1% 0.3%

Ⅳ-① 海外のセルフストレージ市場比較



投資資金が流入し、施設が増加、結果として認知が高まったというのが
ストレージ先進諸国の急成長転換点

（出所：キュラーズ社資料）

ストレージ会社が
投資ファンド化

ファンド
資金流入

2013年豪州
でREIT上場
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Ⅳ-② 海外市場の成長のブレークポイント



Ⅴ. 当社の事業内容
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・ビジネスソリューションサービス：滞納保証付BPOサービスおよび運営受託

・ITソリューションサービス：予約決済在庫管理および成功報酬型WEB集客支援

・ターンキーソリューションサービス：施設開発販売、仲介および開業支援

入金管理 ＡＰＩ配信WEB集客サービス  物件開発/開業支援
滞納保証 （クラギメ）  事業運営コンサルティング
滞納管理 物件在庫管理システム提供
巡回清掃 （クラリス）

問合・申込受付
利用者審査
集金・決済手段提供
解約受付

セ ル フ ス ト レ ー ジ 事 業 者

セ ル フ ス ト レ ー ジ 利 用 者

BS ＩＴS TKS

Ⅴ-① ３つのソリューションサービス
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保証契約

③ 使用料全額送金
　（①＋②）

一時使用契約

① 収納使用料入金
（口座引落・カード決済）

収納代行契約
保証委託契約

② 滞納分使用料入金

信託口座

契約関係

金銭の流れ

セルフストレージ利用者

セルフストレージ事業者

Ⅴ-② BSサービス（滞納保証付BPO）
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Ⅴ-③ BSサービス普及状況

潜在的市場参入者
推定供給数X室

*仮に東京がNYと同水準に
普及すれば100万室
（75万坪）増設
余地が有る

全供給数

35.5万室

取引先保有数

21万室

サービス
対象施設数
12万室（除
試験導入）

既契約数

5万室



３月に月間
２千件を達成

過去3年間で年率平均20％成長を達成

大手取引先から既存客
を一括契約
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新規 解約 期末利用者数

２月に利用者累計数５万件を突破

（件） （件）

Ⅴ-④ 保証サービス契約者の過去3年間の推移
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ニコニコトランク：
業界初セルフストレージ予約決済サイト
ホテルを予約決済できる楽天トラベルと同様な
機能とサービスを当業界でも実現

Ⅴ-⑤ ITSサービスの事業展開
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・セルフストレージに改装可能な施設を不動産仲介し、
セルフストレージにコンバージョン後、更に運営受託

・土地を購入後、セルフストレージを開発販売し、
更に運営受託

Ⅴ-⑥ TKSサービスの事業展開



Ⅵ. 今後の事業展開
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BS

滞納保証付

BPOプラットフォーム

の普及

ITS

最大の集客サイト

決済インフラ普及

TKS

市場参入者へ

ワンストップ

サービス

市場参入時からサポート

集客プラットフォームを持ちBS顧客も増大
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Ⅵ-① BSプラットフォーム普及による事業拡大



23現在 5年後

BS

TKS

ITS

ITS・TKS
の成長が、
BSの更なる
成長へ連鎖

ITSサービスとTKSサービスの拡大に伴い、
その相乗効果によりBSサービスが更なる成長循環へ

Ⅵ-② 中期成長イメージ



内外投資家への
AM+PM

Selfstorage

FundのAM+PM

日本初の
Selfstorage

REIT設立へ
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・セルフストレージ市場への資本供給を誘導

・日本初のSelf Storage REIT設立へ向けた環境醸成

Ⅵ-③ 上場後の事業ターゲット



Ⅶ. 業績推移
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Ⅶ-① 業績推移



直近5期及び今期見込み（利益）

経常利益 当期純利益

0

10

20

30

40

50

60

70
（単位：百万円） （単位：百万円）
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Ⅶ-② 業績推移



将来見通しに関する注意事項

•本資料において提供される数値ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking statements）を含みます。これらは、現
在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含
んでおります。

•それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内及び国際的な経済
状況が含まれます。

•今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社グループは、本発表に含まれる「見通し情報」の更新・修正を行う
義務を負うものではありません。


